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亀岡市立保育所・認定こども園・幼稚園における 

保育業務支援システム導入及び運用保守業務 

公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 目的 

  本要領は、「亀岡市立保育所・認定こども園・幼稚園における保育業務支援シス

テム導入業務及び運用保守業務」に係る契約の相手方となる事業者の選定にあた

り、公募型プロポーザルの実施方法等、必要な事項を定める。 

 

２ 業務概要 

（１）業務名    

亀岡市立保育所・認定こども園・幼稚園における保育業務支援システム導入 

業務及び運用保守業務 

（２）業務内容 

   別紙「亀岡市立保育所・認定こども園・幼稚園における保育業務支援システ

ム導入及び運用保守業務仕様書（以下「仕様書」という。）」のとおりとする。 

（３）業務期間 

   ①導入構築業務 

契約締結の日から令和６年３月３１日まで 

②サービス利用・運用保守業務（予定） 

令和６年３月１日から令和１１年２月２８日まで 

（４）見積限度額（消費税及び地方消費税を含む。） 

   ①導入・構築業務        ３，５３３，２００円 

   ②サービス利用・運用保守業務  月額２０２，４００円 

   ※この金額は、契約時の予定価格を示すものではなく、企画提案の規模を示

すためのものである。 

    なお、提案額が見積限度額を超過している場合は失格とする。 

 

３ 実施形式    

公募型プロポーザル 
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４ プロポーザル審査の実施スケジュール 

   

日付 実施内容 

令和５年１１月２０日（月） 
公募・公告 

質問の受付開始 

    １１月２４日（金） 質問の受付締切 

    １１月２８日（火） 質問に対する回答 

    １１月２９日（水） 参加申込書受付締切 

    １２月 ７日（木） 企画提案書の提出期限 

    １２月１５日（金） プレゼンテーション審査（予定） 

 

５ 参加資格   

  本プロポーザルに参加できるものは、次に掲げる要件を満たすものでなければ

ならない。ただし、契約締結までの間に資格要件のいずれかを有しなくなった場

合は、その時点で失格とする。 

（１）本業務の公告日から契約締結までの期間において、国や地方公共団体等の

指名停止を受けていない者であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規

定に該当しない者であること。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て

をしている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者

（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。 

（４）破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てをして

いないこと。 

（５）次のアからオまでのいずれにも該当しないこと。 

   ア 役員等（参加者が個人である場合にはその者を、参加者が法人である場

合にはその役員又はその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をい

う。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第 77 号。以下この号において「暴力団対策法」と

いう。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団

員」という。）であると認められるとき。 

イ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この

号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められ

るとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者
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に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと

認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供

与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しく

は関与していると認められるとき。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい

ると認められるとき。 

 （６）情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）セキュリティの認証

を取得していること。 

（７）過去５年以内に国又は地方公共団体において同様の業務を受託した実績を

有していること。 

（８）本業務を一括再委託しない者であること。 

 

６ 参加申込の手続き 

（１）提出書類 

  ・プロポーザル参加申込書（様式第１号） 

  ・事業所概要（様式第２号） 

  ・業務実績書（様式第３号） 

  ・亀岡市における入札参加資格認定通知書（受領書）の写し 

  ・誓約書（様式第４号） 

※「亀岡市競争入札参加資格者」でない場合は、次の書類も併せて提出して 

ください。（提出部数各１部） 

・商業登記簿謄本（現在事項説明書、履歴事項全部証明書でも可） 

・本社分の直近年度の消費税及び地方消費税納税証明書（その３又はその３

の３）、市町村税の納税証明書（滞納がないことが確認できるもの） 

・役員等調書（様式第５号） 

・支店・営業所の場合、本社の委任状 

 （２）提出部数   

各１部 

 （３）提出方法 

持参又は郵送（書留郵便に限る。） 

   ※持参の場合は、平日の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時まで

を除く） 

（４）提出先 

    亀岡市保健センター１階 保育課 

（５）提出期限 

    令和５年１１月２９日（水）まで（郵送の場合は必着） 
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７ 質問の受付及び回答 

 本プロポーザルに関する質問の受付及び回答は、以下のとおりとする。 

（１）受付期間 

    公募開始から１１月２４日（金）午後５時まで 

（２）受付方法 

    質問書（様式第６号）に記入の上、「１６ 事務局」まで電子メールで提出

すること。その後、提出した旨電話連絡を入れること。なお、電話又は口

頭、ＦＡＸによる質問には応じない。 

（３）回答日・回答方法 

   令和５年１１月２８日（火）午後５時までに電子メールで回答する。 

また、市ホームページにも質問及び回答内容を掲載する。 

（４）質問内容 

   質問内容は、参加申込み及び企画提案書等に関するもののみとし、審査

（評価）に関する質問は一切受け付けない。 

 

８ 企画提案書について 

（１）提出書類等 

①企画提案書表紙（様式第７号） 

 正本には、会社名称、所在地、代表者名を記載すること。 

なお、副本には会社名称、所在地、代表者名など企業名が特定できる情報 

は記載しないこと。 

②企画提案書（様式任意） 

 別添仕様書に基づき具体的手法や工夫及びスケジュール等を、文章や図表 

等により簡潔かつ明瞭に記述して提案すること。なお、仕様書に明示してい

ないアピールポイントがあれば項目を追加して提示すること。 

③予定担当者調書（様式第９号） 

④機能要件一覧表（別紙１） 

   ⑤参考見積書及び内訳書（様式第８号・第１０号） 

・金額は税込とし、見積限度額以下の金額とすること。 

・提出の際には封入し割印をしておくこと。 

   ⑥その他企画提案書の記載事項に関連する資料 

 （２）提出部数   

正本１部、副本８部 

ただし、④機能要件一覧表のみ併せてＣＤ－ＲＯＭまたはＤＶＤ－ＲＯＭ 

の媒体でエクセルデータを提出すること。 

 （３）作成上の留意点 

    ①文字の大きさは、原則として１０ポイント以上とする。 

②文字を補完するための図、表、写真、イラスト、イメージ図の使用は任      
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意とする。 

③印刷色は、カラー、白黒を問わない。 

④企画提案書の下段中央部にページ番号を付すこと 

⑤用紙は、Ａ４片面を基本とし、Ａ４を超えるものは折込でＡ４とするこ 

と。 

⑥使用言語は原則として日本語とし、なるべく専門用語を避けて分かりや

すく平易な表現に努めること。やむを得ず企画提案書の一部に日本語以

外の言語や専門用語を使用する場合は、同一ページ内に注釈を加えるこ

と。 

⑦企画提案書各ページには、会社名称、社章、商標等、企業名が特定できる 

情報は記載しないこと。 

 

９ 企画提案書の提出方法 

   「６参加申込の手続き」により参加申込した事業者は、次のとおり企画提案

書を提出すること。ただし、資格確認の結果、本プロポーザルに参加する要

件を満たさない者に関しては、この限りでない。 

（１）提出書類 

  「８ 企画提案書について」記載のとおり 

（２）提出方法   

持参又は郵送（書留郵便に限る。） 

   ※持参の場合は、平日の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時ま

でを除く） 

（３）提出先 

    亀岡市保健センター１階 保育課 

（４）提出期限 

    令和５年１２月７日（木）まで（郵送の場合は必着） 

 

１０ 審査 

   参加要件を満たすと認めた事業者に対し、亀岡市立保育所・認定こども園・ 

幼稚園における保育業務支援システム導入及び運用保守業務委託事業者選定

委員会 （以下「選定委員会」という。）において、「審査項目」に基づいた

書類審査及びプレゼンテーション審査を実施する。なお、参加者が１者のみ

の場合は、選定委員会に諮り決定する。 

（１）日時 

    令和５年１２月１５日（金） 

※プレゼンテーション審査日は、前後する可能性がある。日時は、電子メー

ルにて別途通知する。 

（２）場所 
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    時間と併せて個別に通知する。 

 

（３）出席者 

    出席者は３名以内とする。 

（４）所要時間 

  ７０分以内（準備５分、説明４０分、質疑応答２０分、片付け５分） 

（５）内容 

    説明は企画提案書に記載した内容とし、新たな資料の配布は認めない。 

（６）使用機器 

    プロジェクター、スクリーンは本市で用意する。 

 

１１ 企画提案者が１者の場合の取扱い 

   参加者が１者の場合は、選定委員会において手続きを継続するのか又は参加

資格等を見直して再公告するのかを協議し決定する。 

 

１２ 結果通知等 

（１）優先契約交渉事業者の決定 

選定委員会の審査において、最高評価点を得た者を優先契約交渉事業者の 

    候補者（以下「候補者」という。）として決定する。最高評価点を得た者が   

複数の場合は、価格点の項目で一番評価の高い者を候補者とする。なお、 

最高評価点を得た者が評価配点合計の４割に満たない場合にあっては、候補

者の選定を行わず、再公募するものとする。 

（２）結果通知 

   審査結果は、候補者が決定した後、速やかに本審査参加者全員に電子メー

ル及び書面で通知するとともに、亀岡市ホームページに掲載する。 

   なお、審査結果通知日から契約を締結するまでに国や地方公共団体等の指

名停止に該当する行為を行ったときは、当該審査結果を取り消すことがあ

る。 

 

１３ 契約締結 

  審査の結果、候補者として決定した者と本業務の契約交渉を行う。なお、下記

のいずれかに該当し、その者と契約できない場合、次点者と契約交渉を行うもの

とする。 

 （１）「５参加資格」の要件に定める要件を満たすことができなくなったとき。 

 （２）契約交渉が成立しないとき、又は候補者が本契約の締結を辞退したとき。 

 （３）提出書類、企画提案書等に虚偽の記載が判明したとき。 

 （４）その他の理由により契約の締結が不可能となったとき。 
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１４ 情報公開及び提供に関すること 

  本プロポーザルに係る情報公開請求があった場合は、亀岡市情報公開条例（平

成１２年亀岡市条例第３２号）に基づき公開する。 

 

１５ その他 

（１）本プロポーザルに要する経費は、すべて参加者の負担とする。 

（２）参加申し込み（参加表明）後に本プロポーザルを辞退する時は、辞退届

（様式第１１号）を提出すること。 

（３）企画提案書等に記載した担当者等は、原則として変更できないものとする。

ただし、やむを得ない理由による変更を行う場合は、変更前に発注者の了承

を得なければならない。 

（４）業務の一部再委託は、企画提案書に記載がある場合を除き、原則として認

めない。 

（５）提出書類は返却しない。 

（６）審査により選定された候補者は、業務委託に係る「プロポーザル審査結果

通知書」受理日から優先契約交渉事業者となり、再度、細部にわたり協議、

調整を行い、契約を締結することとする。 

（７）契約に係る仕様書は、本市が示した仕様書及び選定された提案に基づき、

契約予定者と発注者と協議の上、決定することとする。 

（８）発注者は、提案書類等を提出者に無断で本プロポーザル以外に使用しない。 

（９）発注者は、提出書類等を審査に必要な範囲において、複製できるものとする。 

（１０）次の場合、提出書類は無効とする。 

①提出期限を過ぎて提出された場合。 

②提出書類等に虚偽の記載があった場合。 

③提出書類等の作成にあたって不正行為が判明した場合。 

④提出書類等の内容が示された条件に適合していない場合。 

 （１１）審査結果に対する異議申し立ては受け付けない。 

（１２）本プロポーザルを途中で辞退した者は、これを理由として以後の選定等 

   について不利益な取扱いを受けることはない。 

（１３）不測の事態があった場合、本案件の執行をやむを得ず中止することがある。 

 （１４）企画提案書等の著作権は、企画提案者に帰属する。ただし、本市が本プ

ロポーザルに関する報告、公表等のために必要な場合は、事業者の承諾を

得ずに提出書類の内容を無償使用できるものとする。 

 （１５）本プロポーザルにおける「サービス利用・運用保守業務」については、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３に基づく長期継続

契約を締結する。そのため、当該業務については各年度の予算が亀岡市議

会での議決を経て成立することが前提となり歳出予算の減額又は削除があ
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った場合、発注者は本業務に係る契約を変更し、または解除することがで

きる。 

     なお、上記により本業務に係る契約を変更し、または解除された場合に

おいて、契約締結者に損害が生じたときは、発注者は契約締結者に対して

損害賠償の責めを負うものとし、その賠償額は両者協議のうえで定めるも

のとする。 

 

１６ 事務局 

  〒６２１－０８０５ 

  京都府亀岡市安町釜ケ前８２番地（亀岡市保健センター内） 

  亀岡市こども未来部保育課（保育政策係） 

  電話番号：０７７１－２５－５０２８ 

  ＦＡＸ ：０７７１－２５－５１２８ 

  電子メール：hoiku@city.kameoka.lg.jp 

 



亀岡市立保育所・認定こども園・幼稚園における保育業務支援システム　審査項目

審査項目 配点

全体概要 提案内容の的確性 10

10

10

機能追加の考え方 5

5

10

運用・保守 運用保守の考え方 10

10

10

業務スケジュール 10

業務実施体制 10

700

10

機能評価 要件一覧表 480

（提案価格のうちの最低価格）

（自社の提案価格）

（提案価格のうちの最低価格）

（自社の提案価格）

700

1,400

※小数点以下四捨五入で計算

評価合計　審査員評価700点　+　客観的評価700点　＝　1,400点満点

配点 × 105

提案見積額※

（サービス利用・運用保守）
配点 × 105

全100点　×審査員7名　＝　小計700点

客
観
的
評
価

同種又は類似業務の受注実績
国及び地方自治体における同種又は類似業務の受注実績は十分
にあるか。

※計算方法の詳細は別紙参照

価格評価

提案見積額※

（初期構築）

小計

サーバのデータバックアップや、ログ管理を定期的に行ってい
るか。

安定したシステム稼働を提供するため、データセンターやサー
バ等のセキュリティ対策が明確に示されているか。

業務実施体制

作業項目及びスケジュールが分かりやすく妥当なものとなって
いるか。

業務実施体制が十分であり、本業務に参画する社員の実績、資
格が十分であるか。

区分 審査基準の概要

審
査
員
評
価

仕様書を的確に踏まえ、明確かつ具体的に提案されているか。

サービス内容

業務の理解や提案の実現性

本市の業務委託の目的等を理解しており、明確かつ具体的な提
案がされているか。

提案書は分かりやすく説得力があり、実現可能な提案がされて
いるか。

本市の要求事項以外に、有効な独自機能の追加など柔軟性があ
るか。

システムの説明 システムの説明

企画提案書の内容と実システムまたは画面イメージが一致して
いるか。

誰もが直感的に操作できる利用者が使いやすいシステムになっ
ているか。

運用時におけるサポート体制とサポート内容が適正なものと
なっているか。

セキュリティ セキュリティ対策



（別紙）
【客観的評価】
１．要件一覧表に基づき各項目の要求区分及び対応状況に応じて得点を計算

◎ 〇 △ ×
1 0.9 0.5 0

必須 3 3 2.7 1.5 0
任意 1 1 0.9 0.5 0

２．得点を集計し、満点に対する得点率を算出
  （小数点以下四捨五入により計算）

得点 得点率
必須 157 471 450
任意 31 31 20
合計 188 502 470 94%

3.配点に得点率を乗じて評価点を算出し、評価点として採用
 （小数点以下四捨五入により計算）

得点率  評価点
480 94% 451

配点

（例）

（例）

区分 配点
対応状況及び係数

区分 項目数 満点


